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教職課程を履修する学生の受講動機とその後の選択
－教職課程受講登録から採用試験合否まで－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　渡津英一郎（現代中国学部）

はじめに
　開放制教員養成制度のもと、教職課程を併

設している大学は多い。教職課程を履修する

学生は多いが、教育実習まで続ける学生は漸

次減少する。単位を修得し、教員免許状を取

得しても教職に就く学生は少ない。

　高等学校の進路指導では、教育に関心をも

つ学生には大学の教育学部や教育学科を、教

職に就きたい生徒には教員養成大学などを勧

める。高校生は、教員・親・友人などに意見

を聞き、大学や予備校からの資料などを参考

に進学先を考える。教職を目指し教員養成大

学を受験しようとする生徒、いくつかの目的

をもち一般大学に進学し教職課程を履修する

生徒、関心がないのに教育・教職関係の大学

に進学する生徒、一般大学に進学し関心がな

くても教職課程を履修する生徒など様々であ

る。

　教職課程を併設している大学は、４年間に

教育現場で求められる資質と能力を身につけ

られるようにする。しかし、学生の受講動機

と教職への期待は異なり、その後何らかの契

機を経て教職への取り組みは変化する。徐々

に教職に関する実情を理解し、自身の資質と

能力に照らし適切な進路を決めるようにな

る。この過程で学生は、履修そのものを辞め

る、卒業に必要な単位として履修し続ける、

免許は取得し卒業まで採用試験を受けない、

免許を取得し準備なしに採用試験を受ける、

履修と並行して受験勉強をする者などに分か

れる。

　本稿では、以上のことについて、平成24年

度担当した科目の受講生への調査をもとに、

期待し履修し始めた学生は、何を契機として

取り組みを変化させるか考察した。

一、高校生の進路意識と教職課程の履修
１，高校生の大学・学部選択と教職

　大学への進学理由、志望校検討重視項目、

職業に関する意識、職業ランキング等の高校

生を対象とした調査結果には、以下のような

傾向が見られる。（01）

　高校生が進学を希望するとき、「将来の仕

事に役立つ勉強がしたい」「大学の学歴が欲

しい」「資格や免許を取得したい」という理

由をあげる者が多い。大学を卒業したという

学歴、大学で獲得できる免許・資格、在学中

に身につけた教養・専門知識などは、卒業後

の職業選択に役立つと思うようである。

　志望校を検討する際は、大学の知名度や偏

差値を参考にするが、男子は「就職に有利で

ある」ことを理由とする者が多い。また、就

職に有利と感じるのは、男子は「大手企業へ

の就職実績がよい」こと、女子は「就職活動

のサポート体制」をあげている。

　職業に関する意識については、「希望する

職業がある」「将来のはっきりした目標を持

っている」と、ほとんどの生徒が答えている。
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他の職業と比較し、評価が高いものを模索し

ているようである。しかし、自己の「能力・

適性」「希望する職業についての知識」「職業

に関する情報の集め方」など、理解している

生徒は少ない。求められる資質能力に対し、

自身が適しているか充分考察するまでに至っ

ていない。

　教職は、多くの調査で人気がある職種であ

る。従って、高校生は教員になるならない、

教員になれるなれないに関わらず、大学を選

択するとき教職課程には注目する。そこで、

学生のため教職課程を設置している大学は多

い。学生募集の広告やポスターには、教職課

程併設を重要な情報として掲載している。よ

り詳細な情報は、大学案内、ホームページ、

オープンキャンパスなどを通して提供され

る。その情報は、教職が魅力ある職業である

こと、取得可能な教員免許状、採用試験まで

の手厚い指導などである。しかし、求められ

る資質能力、教員の仕事内容、教員の身分と

待遇、教職に就く方法などはあまり知らされ

ない。

　学生は高校生のとき、教育・教職を何故選

択したのか。かつて教育関係の学生の成績が

低いと指摘され、論議を呼んだようである。

現在でも同じような見方をする人はいる。同

じ大学の教育学部や教育学科を、予備校など

が設定した入学試験の難易度により他と比較

すると、より低い成績で入学できる場合が多

い。教職はほどほどの高い学力がある学生

に、人気のある職業と受けとめられる風潮が

ある。そこで、学習成績との関係からは、以

下のことが想定できる。ずば抜けた高い学力

をもつ生徒も、教育や教職に関心があれば教

育学部のある大学や教育養成大学を選択する

ことがある。しかし、これらの生徒は教育や

教職に関心があっても、それ以外の評価が高

いところを選択し、必要があれば教職課程の

履修を考える。次に、学力にある程度の自信

があり評価の高い大学に進学したい生徒は、

教育や教職に関心がなくても、比較的入り易

い国公立の教育学部・教員養成大学に進学す

ることがある。逆に、教育や教職に関心があ

るが学力に自信がない生徒は、試験の難易度

が低い教育学部や教員養成大学に進学、もし

くは一般大学に進み教職課程を受講する。更

に、教育や教職に関心がなく学力にも自信が

ない生徒も、教職課程を併設している大学に

進学すると、入学後、充分な検討がないうち

に受講するか否か決める。

　

2，開放制教員養成制度と教職課程履修の手

　続き

　新年度、新入生は新たな生活の準備に追わ

れる。また、大学の施設・設備、専攻した学

部などから、健康診断・サークルに関わるも

のまで、必要な情報を受け手続きしていく。

過密なスケジュールの中、選考した学部の履

修計画を立て、併せて、慎重に教職課程の受

講を決め履修計画を立てる。

　教職課程の履修については、要項によって

概要を知ることが出来る。また教職課程の

ガイダンスもあり、履修登録までに必要なこ

とを理解できる。しかし、履修するか否かの

判断には、求められる資質能力、教員の仕事

内容、教員の身分と待遇、就職する方法、採
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用試験の合格者数など重要な情報が必要とな

る。ところが、限られた時間のため、必要書

類の配布、取得可能な免許状、免許状取得に

必要な単位、申し込み方法などの説明が主な

内容となり、教職は魅力があり努力次第で誰

もが就けるような印象をもったままのことも

ある。要項とガイダンス以外に新しい知識を

得る機会はほとんど得られない。

　その後学生は、シラバスでそれぞれの講義

内容を確認し一回目の講義に出席する。履修

の本登録は、この講義を終えてからとなる。

教職入門などの講義では、初めてまとまった

形で教職の概要を知ることが出来る。しかし、

この時点ではすでに意志を固め受講登録は済

んでいる。以降、受講し始めた学生は、教職

への淡い期待と不安に揺れつつ、当分の間受

講し続ける。

二、教職課程の受講と教職志望の理由
1，教職課程の受講理由                                              

　教職課程を受講し免許状を取得しても、採

用試験に合格できる保障はない。採用されて

も仕事に満足できず、転職・退職する教員も

いる。にもかかわらず、受講登録をするのは、

何が動機でどんな期待があるのか。

　24年度秋の学生への調査によると、「卒業

後すぐに教職に就きたい」という学生は少な

く、90名のうち27名であり全体の30％である。

内訳は一年生21名、二年生３名、科目等履修

生３名であった。一年生と科目別の回答者に

は当初から教職への強い意志が感じられる。

教科別では、商業が10名のうち５名この選択

肢で回答していた。（02）

　これに対して、「財産として資格を取得す

るため」は29名で 32.2％、「卒業時の就職の

選択肢」としては46名で51.1％、「卒業後す

ぐではないけれど教職に就く」は16名で17.8

％の回答があった。これらの学生は、教職へ

のそれ程強い意志をもっていない、もしくは、

強い意志をもち現実的に考えこのような回答

をしたと思われる。充分に教職について理解

する時間がなく、申し込みの機会を失いたく

ない、判断を先送りしたいという気持ちが感

じられる。

　多くの学生は卒業後を見越し、当面は多様

な可能性をもち続けるため、慎重に考え手続

きをしている。以降これらの学生は、積極的

に教職を目指すこともあるし、知識を得て逆

に教職から離れていく場合もある。

　

2，他との比較から教職を志望

　僅かではあるが、他の仕事と比較してよい

仕事であろうと、教職を選択した学生がい

る。しかし、職業について知識も経験も少な

いこれらの学生にとって、そのよさは、他の

職業と比較しやすい給料や休暇・勤務時間な

どで計ったものと感じられた。

　24年度秋の調査では、「給料が良いから」

と答えた学生は19名で21.1％と少ない。内訳

は、給料は他の職業に比較して、「高い」が

最も多く12名、次に「同じ」が４名、「低い」

が２名の順になっている。給料を魅力の中に

あげなかった学生も含めると、他の職業に比

較して「高い」を選択したのは45名、「同じ」

が25名、「低い」が16名の順になっている。「高

い」を選択した42名のうち27名は、20万円以
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上29万円以下と答えており、人並み以上の高

給を期待していない。給料の多いことが魅力

としなくても、一般のサラリーマンと同程度

の給料は保障されているとみている。

　また、「休みが多いから」と答えた学生は

７名と少ない。これも一般のサラリーマンに

比べて「多い」は 5 名、「同じ」が１名、「少

ない」が 1 名である。休みを魅力としてあげ

なかった学生も含めると、一般のサラリーマ

ンに比べて「多い」と答えたのは38名、「同じ」

が25名、少ないが23名である。とはいえ、「多

い」を選択した38名のうち13名は20日～30日

程度と答えており、人並み以上の休みを期待

していない。休みの多いことが魅力としなく

ても、一般のサラリーマンと同程度は保障さ

れているとみている。

　公務員給与は、正規の勤務時間に対する報

酬として支給される。小・中学校等の教職員

は市町村の職員だが、より財政力が安定して

いる都道府県の負担とされ、給与の一定水準

が確保されている。また、都道府県の負担す

る市町村立学校の教職員については、国が都

道府県の実支出額の原則３分の１を負担する

ようになっている。給与額は、人事委員会が

毎年少なくとも一回、適当か否か地方自治体

の議会・長に報告し、増減が適当な時は勧告

することになっている。この結果、安定し優

遇された給与が保障されている。

　ところで、平成24年の教員給与（愛知県小・

中・高等学校）の初任給は19.7万円、経験年

数20年の平均給料月額は小・中学校で39.9万

円、高等学校で40.3万円である。これが、教

員の業務に照らして適当か否か、また、給与

に連動した教員評価、退職金がらみの早期退

職などの情報は、学生の教職履修その後の取

り組みを左右する契機となる。（03）

　休日・勤務時間については平成14年に学習

指導要領が改訂され、完全週５日制移行への

環境が整えられた。次いで、すべての土曜日

を休みとする５日制が法的拘束力をもつもの

になり、教員の勤務も、週５日、一日８時間

を実現しやすいようになった。また、平成13

年４月の厚生労働省からの通達、平成18年４

月の労働安全衛生法一部の改正、平成21年度

の勤務時間７時間45分への縮減、毎月一回程

度の定時退校日設定など、時間外労働への取

り組みもなされている。しかし、仕事量は減

らず、限られた時間内で仕事をするので教員

の負担はむしろ大きくなった。相変わらず、

サービス残業、休日出勤という問題が残され

たままである。これらの情報は、学生の教職

への取り組みを左右することになる。（04）

3，魅力ある職業として教職志望

　学習指導・生徒指導・部活動・学校行事な

ど、生徒の指導に直接関わることは、教員の

主な仕事であり時間は最も長い。しかし、授

業準備、成績処理、学年・学級経営など生徒

の指導に間接的に関わる仕事、学校経営、会

議・打ち合わせ、報告書作成などの学校運営

に関わる仕事、その他の校務として、保護者・

ＰＴＡ・地域対応なども重要な仕事となる。

にも拘わらず総じて教職は、他の仕事にはな

いよさがあり魅力をもつとされる。

　24年秋の調査では、「教科に関するものが

好きだから」と回答した学生は59名と多い。
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中間テストや期末テスト、更には大学入試な

どで努力し積み上げてきた学力を仕事として

役立てられる職業である。また、「大学で勉

強したことを社会にいかしたい」という学生

も40名と多い。教職は、学生として勉強した

ことや大卒という学歴を活かせる職業である。

　但し、教科に関する仕事は、所属する学年

や担当する校務分掌により、希望する得意な

科目を担当できるとは限らない。授業は基本

的な仕事であり、すべての仕事を充実させる

基礎となるが、教材研究の充分な時間も保障

されていない。更に、学校・学級により授業

の雰囲気は異なり、授業中でも教科教育に力

を集中できるところばかりではない。指導方

法の善し悪しを、保護者や生徒から批判され

ることもある。授業進度や指導内容・方法を、

他の教員に合わせるよう求められる場合もあ

る。大学進学者が多い学校では、そのための

指導も期待される。

　関連して、「部活動の指導をしたいから」

も48名と多い。高校生の思い出として一番印

象に残っているのは部活動だという学生は多

い。生徒と楽しみながら、互いに錬磨するこ

とができる。自身が部活動で身につけた技能

や経験を活かし、児童生徒を育成できる。職

業として役立てられる。

　しかし、部活動は新学習指導要領に指導の

重要性が記載されたものの、位置づけは低く

充分な対応ができる状態にない。公立の学校

では、希望する顧問になるとは限らず、新採

や転任の教員は、誰にとっても難しい部活動

を任される場合もある。経験のない活動であ

れば、生徒の方が高い知識・技術をもち、能

力が優れていることもある。生徒の怪我の手

当てや試合の手続きなど、判断が難しい事柄

への対応や煩雑な作業も仕事に含まれる。（05）

　「立派な人間を育てたい」と回答した学生

が32名いる。教職を通じて他の人の役に立ち

たい、もしくは社会に貢献したいという、奇

特な喜びを魅力と感じている学生も多い。同

様に、「けじめをつけさせたい」「才能を見つ

けてあげたい」「可能性を広げてあげたい」

「人間性を高めてあげたい」、「子供の将来に

大きくかかわりたい」「しっかりとした大人

に育てたい」と考える学生もいる。生徒の成

長に役立つことは、尊いものであり充実した

仕事といえる。

　しかし、立派な人間を育てるためには、挨

拶・言葉遣い、服装・頭髪、集合も、時には

一部の保護者とは意見が異なるような指導が

求められる。学校によっては、飲酒喫煙、暴

力、バイク、窃盗などの指導を日常的に頻繁

にしなければならない。いじめ、不登校など

に際限の無い努力を必要とする。

　更に、部活動の顧問や担任の先生が素晴ら

しい人だった。その「恩師のような立派な生

き方をしたい」は80名と多い。また、「父親

や母親が教員」で、その姿を見て尊敬し、そ

のような教員になりたいという学生も11名い

る。具体的な人間像がなくても、人生の先輩

として模範となるような先生でありたいとい

う学生もいる。理想の生き方をしている先生

像として、「生徒の見本となりたい」「やると

言ったら必ずやる」「生徒とまっすぐ向き合

う」「誰からも信頼される」「話しかけやすく

接しやすい」「褒めてあげられる」というの
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は、学生が求める理想の生き方として捉えら

れる。教職は生徒たちから喜ばれ尊敬され、

理想の生き方をめざすことができる。

　しかし、立派な人間として、生徒に模範を

示そうとしても、セクハラ、交通事故、個人

情報漏洩など一部の不祥事に対し、全体の教

員を問題視するようなマスコミ報道がある。

いじめ・不登校など、学校と教員の責任だけ

を追求するような意見が多く聞かれる。モン

スターペアレントなど、根拠もなく教員を批

判する人たちがいる。これらは、児童・生徒

への影響も大きく、教員が誤解される一因に

もなっている。

　魅力ある職業と期待してきた教職も、時間

の経過とともに学習と経験により教職への理

解が深められるようになる。このことは、教

職へのより強い意志ともなるが、教職への意

欲が失せてしまい遠ざかる要因にもなる。

三、資質・能力と教職への期待の変容                                    
1，求められる基本的な資質・能力

　多くの企業は一次試験で適性検査・筆記試

験を行う。これは、内定獲得への第一関門と

いわれ、基本的な適性や学力が試される。適

性検査では能力と性格が検査される。筆記試

験では、基礎知識や時事問題などの一般常識

テストや論文テストが行われる。論文では、

自分の考え、文章での表現力、論理的思考力

などが試される。二次試験は面接、集団討議

などで、コミュニケーション能力、集団への

適応力などが試される。最近では、内定が決

まるまで数回実施するなど、面接を重視する

傾向がある。

　公務員は、国家公務員・地方公務員とも法

に基づいて試験を行う。合格者は総合的に

判断し最も適任とされた者から順に決められ

る。試験では、筆記試験として教養と専門の

学力検査を行う。併せて論文・面接など行う

が、公務員試験でも、最近では人物重視とい

われ、面接が鍵を握るような傾向にある。

　公立学校の教職員は，地方公共団体の教育

委員会が任用を行っている。採用は、一般公

務員のような競争試験ではなく選考によって

行われる。実際には，総合的判断のため試験

を実施している。ほとんどの教育委員会が二

回試験を行い、試験の内容や形式は幅広く多

様である。一般教養、教職教養、専門教科に

ついては筆記試験を、その他、様々な視点か

ら資質・能力を評価するため、論文や面接な

どを実施している。更に、長期間の学生の活

動から人物を評価しようとする傾向があり、

ボランティア，社会体験活動など証明したも

のを選考の資料とするところもある。また、

特別な能力や経験のある者には一次試験を免

除するなど特例を設ける工夫がなされている。

　戦後の教員養成は、リベラルアーツによる

養成を目指し、大学におけるものを基本とす

るようになった。従って、大学在学中に身に

つけた資質・能力は、ほとんど一般企業や他

の公務員にも通ずるものである。筆記試験、

面接、集団討議などで評価される、集団への

適応力、コミュニケーション能力、幅広い教

養などは、社会人として求められる基本的な

ものである。適性検査や筆記試験だけでなく、

多様に評価しようとする最近の傾向は、本来

の教員養成の趣旨に添うものとして理解でき
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る。

　教職に就こうとする学生は、ゼミ、サーク

ル活動などすべての学生生活を通して、社会

人として、人間として、高い評価が得られる

ようにならなければならない。単なる受験勉

強だけでは対処できない。従って、限界を感

じた学生は自己の適性と能力に見合った他の

職業を考えるようになる。他方、自身がもつ

大きな力を確信した学生も、教職以外にも進

路の可能性を感じるようになる。

2，教職課程の履修と単位修得、介護体験、

　教育実習                                

　小・中学校や高等学校の教員に採用される

には、学校種や教科に応じた免許状を所持し

ていることが条件となる。開放制教員養成制

度のもとでは、専攻した学部での専門教育は

教職課程の基礎になるが、教職の意義に関す

る科目、教育の基礎理論に関する科目、教育

課程及び指導法に関する科目、生徒指導・教

育相談及び進路指導などに関する科目など専

門とは別の分野についても履修しなければな

らない。時間割の空き時間が少なくなり、サ

ークル活動などの時間が制約される。　

　更に、小・中学校の免許取得には、７日間

の特別支援学校・社会福祉施設における介護・

介助・交流等の体験が義務づけられている。

内容としては、１の「求められる基本的な資

質・能力」に関するものである。個人の尊厳

および社会連帯の理念に関することは、人間

の素質ともいえるもので一朝一夕に獲得でき

るものではない。体験をより効果的なものと

するには、学生生活全般において意識して活

動することが重要になる。（06）

　更に、中学校は事前の１単位を含めて５単

位、高等学校３単位の教育実習が必要であ

る。実習は２～３週間、実習校の教員には実

習を通じて指導を受けるが、実習校の生徒に

対しては一人前の教員として仕事をする。医

師のインターンが実施することは限られてい

るが、教育実習は現職の教員とほぼ同じこと

を行う。そのため、学習指導に限っても、担

当する授業時間は少ないとはいえ、使用教科

書全体、他教科と関連させた準備が必要にな

る。教材研究に要する時間も長く、責任は重

いので負担は大きい。

　また、実習を受ける学生数や実習態度など

問題点も多いことから、自覚を促す意味も含

め、教員採用試験受験を実習の前提条件とす

るところが増えている。実習は、教員養成の

総仕上げとして行うものであり、併せて自身

の適性と能力を知り最終的な判断をする時と

もいえる。前提条件は大学にとって苦肉の策

といえるが、学生にとっては負担が大きい。（07）

　

3，評価される資質・能力                                                 

　教職課程を履修すれば、教職についての知

識・理解が深まる。単位を修得すれば免許の

申請ができる。免許状の申請は個々人が行っ

てもよいが、一般的には大学が一括申請の事

務を行う。申請のあった者には、都道府県の

教育委員会から免許状が授与される。大学の

教員養成はこの免許状申請の基礎資格取得ま

でであり、以降のことは学生自らが計画的に

行わなければならない。（08）

　免許状の授与から採用者の選考までは教育
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委員会が行う。大学で高い評価を得ても、基

本的に大学は関与することができない。都道

府県教育委員会は、基礎資格を得た者の中か

ら、試験などの方法によって教員の適格者を

選考する。

　教員には、優れた社会人、人間としての資

質が必要である。その資質・能力を教育現場

で発揮するためには、教育委員会に採用され

なければならない。そのため、学生は、採用

試験において充分に評価されるよう、試験の

対策を立てる必要がある。このうち、一般教

養、論文、面接対策は、他の就職活動にも通

じる共通したものが多い。

　一般教養試験は、高等学校入試レベルから

高等学校で学ぶ基礎的なレベルでの出題が多

いとされる。国語、数学、理科、社会、英語

などから、幅広い知識が必要になる。

　論文試験では、「いじめ」「不登校」「体罰」

など、教育に関するテーマについて、時間内

に決められた字数で記述する。教職への意欲

や考え方を問うものであるが、他の試験にも

共通した文章表現力や論理的な思考力等が評

価される。

　面接試験が、一次試験で実施される場合は、

集団で実施されることが多い。二次試験で行

われる場合は、個人面接もしくは集団面接、

集団討論、模擬授業などと組み合わせること

もある。教職に関する質問内容が多いが、幅

広い教養、集団への適応力、コミュニケーシ

ョン能力など、他にも共通した資質・能力を

面接官との実際のやり取りを通じて評価され

る。人物評価に関する試験は、筆記試験の

1.5倍から２倍の配点がある。

　これに対し、教職教養や専門教科に関する

対策は、専門的になり一般企業や公務員試験

の受験対策とは異なる。

　教職教養試験は、教職に対する基礎知識を

問うものであり、教育原論、学習指導、生活

指導、教育制度、教育史、教育心理学、教育

法規など多岐に亘る。大学の講義だけでなく、

幅広い網羅的な試験対策が求められる。

　専門教科に関する試験は、学校種、教科に

関する専門的な知識を問う試験である。小学

校は全教科から出題され出題範囲は広いが、

難易度としては一般教養と同程度とされる。

中学校、高等学校の試験は、それぞれの教科

に関する出題となる。これらの学校種では高

い専門性が求められ、難易度も大学入試もし

くは大学の専門レベルとなる。また、資質能

力を有し優れた指導ができることと、試験の

正答を引き出せることとは異なる。より高い

評価を得るためには、教職課程の履修だけで

なく、学校種・教科を早めに決めた上での受

験勉強が必要とされる。

　　

四、就職活動と教職への期待の変遷                                                
1，就職活動の時期と教員採用試験

　一般企業への就職活動は、３年生の11月頃

の企業訪問から始まり、半年から１年程度か

けて行う。この頃は、教職を目指す学生が、

半年間のキャリア開発講座など受講し始める

頃であり、その年度の僅かな合格者と大量の

不合格者が判明するときである。１月には面

接などが始まり、２月には大手企業の会社説

明会が行われるようになる。４月から一斉に

採用試験が開始される。５月はじめには内定
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者が決まり、以降は中小企業や大手企業の二

次募集が行われる。９月は既に終盤であり、

補充の採用が行われる程度である。10月には

多くの企業で内定式となり、最終段階を迎え

る。

　公務員試験は、複数の試験を併願する者が

多いため、日程をずらしている場合が多い。

国家公務員では、大卒総合職は、応募開始が

４月、５月に一次・二次試験、６月に合格発

表となる。一般職の応募開始は４月から、６

月に一次、７月に二次試験、８月に合格発表

となる。地方公務員については、都道府県と

比較的大きな市が、５月頃一次試験、６月頃

二次、７月頃三次試験を実施する。政令指定

都市以外の市は、都道府県と同一日実施のも

のから、独自日程で実施するところまで様々

である。時期的には教員採用試験よりやや早

く、日程に少しずつズレがあり他の就職試験

と併願しやすい。

　これに対し、教員採用試験は、全国７つの

グループに分け、それぞれ同一日程で試験を

行う。時期は大きくは３つに分けられ、最も

早いものでも７月と他の試験に比べて遅い。

次が一週間後、夏休みが始まる７月始めには

ほぼ終わりとなる。合格発表は７月から８月

にかけてあり、二次試験が８月後半になる。

一次試験の合格者は、採用者数の1.5倍から

3.0倍の人数となる。二次試験の合格発表は

９月末から10月にかけてとなる。

　一般企業の就職活動が早めに始まりに内定

を出すこと、公務員試験も同様に教員採用試

験よりも早い。４月から７月にかけては、一

般企業の会社訪問など終盤であり、大手につ

いては内定が出ている。ところが、教員を目

指している学生は、その時期に教育実習が始

まり、一次試験が教育実習の直後になる。教

員採用試験の時期が他の試験と比べ遅いこと

は、新卒者に有利な採用試験に乗り遅れる可

能性がある。また、不合格となった場合、就

活に取り残されてしまう。従って、教職の準

備をしてきた学生は、３年の秋から４年の春

にかけて、誘惑に駆られ不安を抱き、時に他

の職種・職場を検討するようになる。

2，採用動向と進路選択

（1）採用試験の動向

　学校種ごとの採用試験の競争率（平成24年

実施）は、小学校は4.4倍、中学校は7.7倍、

高等学校は7.3倍となっている。都道府県、

教科別に違いがあるが、概して、小学校の倍

率は低く、中学校・高等学校は高い。また、

高等学校は倍率だけでなく、受験者の専門教

科の学力が高く難しいとされる。教科ごとに

も大きな違いがある。理数系に比べると、文

系の教科の競争率が高い。また、高等学校に

ついては、地理や公民の倍率は特に高い。そ

こで最近では、自己の専門や関心に関係なく、

合格しやすい学校種や専門でない教科の免許

を取得し受験する学生もいる。（09）

　採用者のなかで一般大学出身者の占める割

合は56.7％で、学校種別では小学校52.4％、

中学校60.8％、高等学校61.0％となっている。

一般大学出身者の数は多い。しかし、採用者

数と受験者数で除した採用率は、教員養成大

学が26.7％であるのに対し、一般大学出身者

は14.7％と極めて低くなる。（10）
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　また、大学の卒業時に合格し採用された者

と既卒者の割合をみると、受験者では新規学

卒者29.6％に対し70.4％と既卒者の割合が高

い。採用者では新規学卒者32.0％に対し既卒

者の割合は68.0％と高い。しかし、採用率で

は新規学卒者18.5％に対し既卒者は16.6％と既

卒者は低くなってしまう。卒業とともに採用

されることが非常に難しく、何年受けても合

格できないという実態がある。（11）

（2）常勤・非常勤講師の選択

　不合格とった学生は、直後に次年度以降、

教職を目指すか早期に決断しなければならな

い。一般企業への就職は、新卒者の間口は広

いが卒業すると急激に狭くなる。卒業までの

わずかな間に就職口を探すか、卒業せず次の

年度にチャンスを狙うかである。とはいえ、

就職活動で他より出遅れる学生にとって、一

般企業や公務員への方向転換は決断しにく

い。教職を希望する場合は、常勤・非常勤の

講師として働き、もしくは受験勉強に専念し

次の準備をすすめることになる。

　全体の教員数は増加しているが、公務員削

減の影響などで採用が抑えられ、その分、臨

時の教員が補っている状態である。常勤・非

常勤講師の必要性が高まり、毎年相当数の募

集がある。しかし、常勤・非常勤講師の職は、

短期の契約期間が定められている。常勤講師

の場合は、一年のうち３月31日が含まれない

期限付き講師や、期限がはっきりしない産休

や育休などの代替として任期付きの講師とな

る。また、採用試験に合格した数員と待遇面

での差がある。非常勤講師は、福利厚生等の

待遇はほとんど無いに等しく、担当する授業

に対してだけ給料が支払われる。多くの非常

勤講師は、他校とのかけ持ち、もしくは他種

のアルバイトをしながら生計を立てる。４月

の年度当初は特に忙しく精神的も負担が大き

いが、その三ヶ月後には次の採用試験となる。

　一部の都道府県 ･ 政令市では、講師の教員

経験年数を考慮しているが、基本的には他の

受験者と同様に一次試験から受験することに

なる。その結果、何年も、常勤・非常勤講師

として働いている人が多い。もちろん、何年

講師の経験をしても、採用試験に合格する保

証はない。（12）　

おわりに
　高等学校在学中に、教職についての知識は

獲得しにくい。大学入学後も、教職について

理解する時間も機会もなく受講し始めること

が多い。従って、期待して受講登録をするが、

学生は必ずしも教職に就こうとしていない。

　履修し始めると、履修単位数が増え、余裕

のある大学生活が送れないようになる。講義

だけでなく、介護体験や教育実習がより大き

な負担になる。また、教職課程を履修しても

直接採用には結びつかず、試験の準備を早期

にしなければならない。受験の日程が他より

遅く、採用試験は難しい。不合格となった場

合、専門的な学習は他の就職試験には役立た

ず、他の試験には間に合わない。次年度に向

けて勉強しても合格するとは限らない。臨時

の講師となっても不安定な雇用条件しか得ら

れない。学生は、この事実を少しずつ理解し

ながら、自身の教職への取り組みや進路を決
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断していくというのが実情である。

　教育実習を含め、教員養成の在り方は、今

後早期に、また慎重に改変しなければならな

い。当面、大学の教職課程にできることは、

登録以前の指導を更に充実させ、併せて履修

し始めた学生には、早期に正確な情報を提供

し実情を理解させ、的確な判断ができるよう

にすることである。

注

01）高校生などの意識調査

・大学への進学理由

　　「平成17年度　経済産業省委託調査　進路選択に関す

　る振り返り調査」

　大学への進学理由（職業を意識した時期別）

　Benesse教育研究開発センター　

・志望校検討時の重視項目

　「大学進学者の志望校検討時の重視項目」－高校生

　の進路選択に関する調査「進学センサス2013」より、

　進路選択意識について－リクルート進学総研調べ

 ・職業に関する意識

　前掲「平成17年度　経済産業省委託調査　進路選択に

　関する振り返り調査」大学生の職業に関する意識（職

　業を意識した時期別）

　 Benesse 教育研究開発センター　

 ・『第 2 回子ども生活実態基本調査』

　 （Benesse 教育総合研究所　2009）

02）本稿添付資料

 ・平成24年度春「教職入門」豊橋校舎

　 受講者のうち回答者 55 名の授業アンケート　

　 自由記述

 ・平成24年度秋「教職入門」名古屋校舎

　受講者のうち回答者90名の授業アンケート

　春の自由記述回答をもとに選択肢を設定　

03）平成24年度給与

　　（愛知県　職員給与等の公表　平成24年４月１日現在）

　　「３，職員の給与月額、初任給などの状況」より作成

04）教員の勤務時間短縮の動きについては、

　拙稿「教員の超過勤務の実態と改善への方策」p.7

05）部活動と新学習指導要領

　高等学校学習指導要領（平成21年改訂25年実施）

　中央教育審議会の指摘を受け、「総則」第５款の５⒀

　に部活動の意義と留意点等が示された。「生徒の自主

　的，自発的な参加により行われる部活動については，

　スポーツや文化及び科学等に親しませ，学習意欲の向

　上や責任感，連帯感の涵養等に資するものであり，学

　校教育の一環として，教育課程との関連が図られるよ

　う留意すること。」

06）「小学校及び中学校の教諭の普通免許状授与に係る

　育職員免許法の特例法に関する法律」

　平成10年度から施行され、小・中学校教諭の普通免許

　状を取得する者に課せられた。

07）中央教育審議会答申（2006.7）

　1．教育課程の質的水準の向上

　⑶教育実習の改善・充実

　　「教育実習は、学校現場での教育実践を通じて学生自

　らが教職への適正や進路を考える貴重な機会であり…」

08）教員採用に大学が関与できる制度として、大阪市や

　京都市などの大学推薦特例枠がある。

09）選考における倍率　文部科学省　

　　「平成24年度　公立学校教員採用試験の実施状況について」より作成

10）採用者・採用率の学歴別内訳　文部科学省　

　　「平成24年度　公立学校教員採用試験の実施状況について」より作成

小・中学校 高等学校

初任者 197,395 197,395

10年経験 317,311 313,529

20年経験 398,616 403,435

小学校 中学校 高等学校

採用者数/受験者数 4.4倍 7.7倍 7.3倍

採用数／全採用者 採用者／受験者

一般大学出身者 56.7％ 14.7％

教員養成大学／学部出身者 29.2％ 26.7％
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11）新規学卒者と既卒者　文部科学省　

　　「平成24年度　公立学校教員採用試験の実施状況について」より作成

12）神戸市教委では、現職教員と臨時的任用職員の１次

　選考段階での筆記試験を廃止した。愛知県では、講師

　経験者としての７年間に，愛知県内の公立学校で講師

　として勤務し校長の推薦を受けた者は一次試験免除と

　なっている。

参考文献

01）「教師教育の危機と改革の原理的検討　－グランド
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　日本教師教育学会年報　第15号（2006,9）

　学事出版　p.8～p.17

02）「デモしか教師言説の分析　－教師像をめぐる議論

　に関する事例研究－」　油井原均　p.82～p.91

　日本教師教育学会年報　第10号（2001,10）

03）「資質向上という課題」 市川昭午 教職研修 2012.3

　教員の資質・能力の向上と教職研修・第 5 回

　p.106～p.109

04）「教師志望動機と高校・大学生活　－教員採用試験

　合格者の場合－」藤原正光

　『教育学部紀要』文教大学教育学部第38集（2004）

　p.75～p.81

05）「教員養成制度改革と今後の私立大学における教員
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06）「大学生の職業選択と教職志望動機」大西麗衣子　

　尚美学園大学総合政策論集   第12号（2011.6）

　尚美学園大学総合政策学部総合政策学会

　p.15～p.21

07）「教職志望学生の学部４年間における学習の継続意

　志の変容 : 回想法による検討」

　三島 知剛 . 野中 陽一朗 . 明賀 裕紀     

　日本教育工学会論文誌  日本教育工学会編

　日本教育工学会 35:2011.12　p.117～p.120

08）「私立大学教職課程履修者の意識と生活　進路希望 

　との関係に着目して－」吉澤茉帆・高静　

　中国四国教育学会教育学研究紀要　第57巻（2011）

　 p.476～p.485

09）「ある非教職志望の教育実習生の語りにみる教育実

　習の意味に関する研究」荒井聖司朗 . 辻河 昌登   

　学校教育学研究  学校教育学研究編集委員会編

　兵庫教育大学 学校教育研究センター 第24巻（2012）

　p.57～p.65

10）「教員志望学生へのアンケート調査による教員養成

　カリキュラムの検討　2009年の教員採用試験合格者の

　特徴から」 香川大学教育実践総合研究　24（2012）

　 p.161～p.169

11）「教員養成における介護等体験の意味　－2006～

　2008年度介護等体験アンケートの分析から－」

　伊藤直樹  明治大学『教職課程年報』（No．30，31）

　p.41～p.51

資料

24 年春豊橋校舎「教職入門」自由記述

01）目指す教師像

　「よい仕事に就いたといわれたい」

　「大学に行った甲斐があったといわれたい」

　「立派になったといわれたい」

　「教員の仕事が、他の仕事よりも良いとされるから」

　「社会的地位が高いから」

　「給料が良いから」

　「休みが多いから」

　「生活を支える手段として」

　「職業としての安定性」

　「教師になるつもりはないが単位が取りやすいから」

　「職業の選択肢として残しておきたい」

　「教科に関するものが好きだから」

　「大学で勉強したことを社会に活かしたい」

　「部活動の指導をしたいから」

　「教科に関するものが好きだから」

　「立派な人間を育てたい」

　「けじめをつけさせたい」

　「行動で表し、生徒の見本となりたい」

　「勉強以外のことも教えたい」

受験者 採用者 採用率

新規学卒者 29.6％ 32.0％ 18.5％

既卒者 70.4％ 68.0％ 16.6％
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教職課程を履修する学生の受講動機とその後の選択

　「生徒の好きなものを見つけてあげたい」

　「個性や才能を見つけてあげたい」

　「潜在能力を引き出してあげたい」

　「可能性を広げてあげたい」

　「人間性を高めてあげたい」

　「子供の将来に大きくかかわりたい」

　「ちゃんとした大人に育てたい」

　「将来の日本を託する子どもを育てたい」

　「やると言ったら必ずやる」

　「生徒とまっすぐ向き合う」

　「自分の姿を見て、先生になりたいと思うような」

　「生徒にとって身近な」

　「誰からも信頼される」

　「子どもの時に会ったような先生に」

　「話しかけやすく接しやすい先生に」

　「親しみを持ってもらえるような」

　「生徒を好きになり、生徒から好かれる」

　「褒めてあげられる」

　「子供に好かれ、子供の親にも好かれ」

　「笑いで元気にしてあげたい」

　「先生何でも知ってるねと言われるように」

　「先生と言われる仕事に憧れていたから」

24 年秋名古屋校舎「教職入門」選択肢あり

01）回答者（学年別、男女別）

02）免許取得希望（学校種別）

03）免許取得希望（教科別）

04）受講理由（何のために）

05）受講理由（自身の判断か）

06-1）教職志望（給料 魅力として選択した者）

06-2）教職志望（給料金額 魅力として選択した者） 

　金額回答者16名（無回答０名）, 比較回答者16名（無

　回答０名）

06-3）教職志望（給料金額　すべての回答者） 

　金額回答者75名（無回答15名）, 比較回答者71名（無回

　答19名）    

69名
18名
3名

45
8
1

24
10
2

365490名

女男

一年一年 
二 年
科目別

合計

80名

38名

3名

高等学校

中学校

小学校 一

 90名合計 一種のみ   60

51

9

0

高等学校のみ51

中学校のみ9、高校・中学校29

小学校のみ0、小学校・中学校3

54名
41名
1名
17名
4名
10名
5名

25
12
0
16
0
8
0

うち公民・地歴29
うち地歴・公民29
うち地歴・国語1
うち地理・英語1
うち地歴・公民・中国語4
うち商業・情報5
うち商業・情報5

地　歴
公　民
国　語
英　語
中国語
商　業
情　報

 90名合　計 教科単独　53

4
5
6
7
8

財産として資格取得
卒業時の就職の選択肢
卒業後直ぐでなくとも教職
卒業後直ぐに教職へに
その他

29名
46名
16名
27名
1名

うち4&5=16
うち4&5=16
うち4&6=5，4&5&6=5
うち5&7=2，4&5&7=1

高校4，高校・中学校4

友達が受講
親が教員
親が勧めた
自身の判断
無回答

1名
6名
8名
74名
1名

90名合　計

男 女

1
2
3

54

  0
4
5

36

選択者は全て一年　19名 男 女

高校13
中学校3
高校・中学校2
無回答1

地歴9、公民7、英語4、国語1
（重複あり）

13 6

1名
11名
4名
1名
2名

合計  19名 12 4 2 1

高 同 低 比較不明

　～19
20～29
30～39
40～49
金額不明

1
6
4
1
0

0
3
0
0
1

0
2
0
0
0

0
0
0
0
1
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07-1）教職志望（休日　魅力として選択した者）

07-2）教職志望（休日数　魅力として選択した者）

　金額回答者４名（無回答０名）, 比較回答者４名（無

　回答０名）    

07-3）教職志望（休日数　すべての回答者）

　日数回答者82名（無回答８名）, 比較回答者86名（無回

　答４名）    

08-1）教職志望（勤務時間　すべての回答者）

　時間回答者85名（無回答15名）、比較回答者88名（無

　回答２名）   

09-1）目指す教師像（理想とする人物　すべての回答者）

09-2）目指す教師像（活躍場面　すべての回答者）

高 同 低 比較不明

　～19
20～29
30～39
40～49
50～
金額不明

合計

6名
46名
13名
5名
5名
15名

90名

3
9
3
0
0
1

16

2
9
4
1
2
7

25

1
27
6
1
3
4

42

0
1
0
3
0
3

7

男 女

高校2，中学校1
高校・中学校3
中学校・小学校1

地歴3、英語3、
地歴・公民・中国語1

5 2

選択者は7名（一年 4名，二年 3名）

多 同 少 比較不明

2名
2名
2名
1名

7名

10日程度
20日程度
30日程度

合計

日数不明

2
2
0
1

5

0
0
1
0

1

0
0
1
0

1

10日程度
20日程度
30日程度
40日程度
日数不明

合計

19名
32名
24名
7名
8名

90名

多 同 少 比較不明

2
 13
13
7
3

38

7
10
5
0
3

25

10
8
5
0
0

23

1
1

2

4

多 同 少 比較不明

7時間以下
8時間前後
9時間以上
時間不明

3名
41名
41名
5名

0
14
24
2

1
14
 15
2

2
13
1
0

1
1

合計 90名 40  32  16 2

家族・親戚 恩　師 マスコミ ドラマ

80 11 2 0

教　科 生　活 進　路 部活動

59 24 6 48


